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「歴史的課題への挑戦と未来への確かな布石」の 

実現に向けた提案・要望 

 

＜重点施策に関する提案・要望＞ 

Ⅰ 歴史的課題への挑戦 
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■更なるＤＸの推進による県民サービスと生産性の向上  

 

１ 自治体ＤＸの推進【一部新規】 

 
                  要望先 ：内閣府、デジタル庁、総務省 

                  県担当課：行政・デジタル改革課、情報システム戦略課 
 

◆提案・要望 

（１） 情報システム標準化の移行困難事例について、県及び市町村の現状を把握した

上でそれぞれの状況を踏まえた適切な移行期限を設定すること。さらに移行期限

が令和８年度以降に変更された場合においても、移行経費に対する財政支援を確

実に措置するとともに、移行時期が遅れたことに伴い住民サービスの低下などの

不利益が生じないように配慮すること。 
 

（２） 情報システム標準化の円滑な移行を実現するためには、現在の補助金上限額で

も、システム移行を十分カバーできないことから、引き続き必要な財政支援措置

を講ずること。また、標準化移行後の運用経費が相当高額となるため、財政支援

措置を講ずること。さらに、ガバメントクラウドに関しては、クラウドサービス

事業者（ＣＳＰ）との調整を行い、費用面や事業者有責時の損害発生した場合で

も、県及び市町村が安心して利活用できる環境を引き続き検討し整備すること。 
 

（３） 職員向けのテレワーク環境や県民、事業者向けのワンストップ、ワンスオンリ

ーを実現する新たなデジタル基盤などを構築、維持、拡大するに当たり、膨大な

イニシャルコストやランニングコストが課題となるため、ＤＸの財源とすること

が可能な財政的支援を継続的に行うとともに、更新期における財政措置も考慮す

ること。 
 

（４） 生成ＡＩやメタバース、ＩｏＴ等のデジタル技術を活用した自治体事務の高度

化・効率化及び地域課題を解決する取組について、先駆的に実施する自治体に負

担が集中せず、かつ各自治体への横展開を促進する技術的・財政的な支援を継続

的に実施すること。また、多くの自治体で取組が進むよう、支援対象となる要件

の緩和や自治体負担の軽減など弾力的な運用を図ること。 
 

（５） 行政手続のオンライン化を促進するため、地方からの要望・意見を十分に取り

入れ、オンライン化の阻害要因となっている法令等の見直しを行うこと。 
 

（６） 地方公共団体におけるデジタル人材の確保・育成の推進について、人件費等が

自治体の負担となるため、現在、令和７年度までとしている地方財政措置等を当

面の間、継続とすること。また、必要となるスキル基準等を定め、Ｊ－ＬＩＳや

自治大学校でデジタル人材育成向けのラーニングパス等を設計するとともに、体

系的に学修できる履修コースを用意すること。 
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◆本県の現状・課題等 

・ 地方自治体情報システムの標準化について、限られた期間に全国の自治体の作業が集中した結

果、ＩＴベンダーの人手不足や撤退といった事態が生じ、本県においては令和５年度末時点で県

及び19市町村が令和７年度末までの移行が困難な見通しである。 

・ 国が定める標準仕様書の改定が続いていることに加え、法改正により移行前のシステムの改修

対応も必要となっている。そのため、非効率な二重作業を余儀なくされ、自治体職員及びＩＴベ

ンダーへの作業負荷が増大し、移行をより困難なものとしている。 

・ 各自治体の状況に応じた適切な移行期限の設定とともに、期限までの移行が間に合わないシス

テムについても確実に支援対象とすることが必要であり、令和７年度末までとなっている「デジ

タル基盤改革支援基金」の設置年限を延長する法改正が求められる。また、移行の遅れに伴う住

民サービスの低下など、自治体間の格差が生じることがあってはならない。 

・ なお、期限までの移行が可能としている市町村からも移行にかかる費用や運用経費の負担を懸

念する声が寄せられており、補助金の拡充や交付対象の拡大のほか、ガバメントクラウドの利用

料の適切な設定が必要である。 

・ 県民がデジタル化のメリットを実感できる行政サービスを計画的かつ効率的に提供していくた

め、業務のデジタル化、窓口のデジタル化の取組を加速させる必要がある。 

・ 同時に、全ての職員がオンラインで業務を効率よく実施できるテレワーク環境の整備やペーパ

ーレスの推進が不可欠である。 

・ デジタル手続法でデジタル化の基本原則としている「デジタルファースト」「ワンスオンリー」

「コネクテッド・ワンストップ」を実現するためには、県民や県内事業者向けの新たな基盤の構

築が必要となる。特に、更なる行政サービスの向上に向けては、デジタル社会の基盤となる官民

データの連携が重要であり、現在国が整備を進めているベース・レジストリとの連携基盤の構築

が急務であると考える。 

・ 自治体のＤＸに関わる投資を早期にかつ強力に推進することが重要だが、自治体にとって膨大

なイニシャルコストやランニングコストが課題となる。 

・ 多様な県民ニーズに対応すべく、自治体事務の高度化・効率化及び地域課題を解決する取組を

進めるためには、生成ＡＩやメタバース、ＩｏＴなどの先進的なデジタル技術の活用が必要とな

る。 

・ 自治体においては、新たなデジタル技術の導入意向はあるものの、経費負担が足かせとなり、

本格導入する以前に試行的な導入ですら対応できない事例も多い。 

・ 令和３年度に創設されたデジタル田園都市国家構想交付金においては、自治体で既に導入され

ている優良事例の横展開に対応しているものの、地域でのコンソーシアムの形成、データ連携の

モデル実装、マイナンバー申請率といった要件や煩雑な実施計画書の提出など、申請に向けては

一定のハードルが存在するため、条件の緩和が求められる。 

・ 国の法令等により書面提出を義務付ける手続があることから、こうした法令等の見直しを徹底

する必要がある。 

・ デジタル人材確保・育成の推進に関する人件費等の特別交付税措置は、令和７年度までの時限

措置であるため、デジタル人材の継続的な雇用が困難となり、推進の妨げとなるおそれがある。 

・ 国は令和５年12月に「人材育成基本方針策定指針」を改正したが、「デジタル人材の育成・確保」

に関する内容は人材像や役割にとどまり、人材像に必要なスキル等が明確にされていない。 

・ 自治体に対して、デジタル人材の育成・確保の推進を求めるのであれば、研修体系の明示や整

備が不可欠である。 
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２ 自治体ＤＸの推進に伴うセキュリティの確保 

 
                         要望先 ：内閣府、デジタル庁、総務省 

                         県担当課：情報システム戦略課 
 

◆提案・要望 

（１） 激化するサイバー攻撃への対応には、端末におけるセキュリティ対策の負担が

増えることから、対策に必要な財政措置を講じること。 
 

（２） 自治体職員のリテラシー向上、専門的知識を有する人材の確保・育成などの施

策の強化及び財政措置を講じること。 
 

（３） エンドポイント・セキュリティを含むゼロトラストアーキテクチャーについて

は、その基準や規格については国が一定の見解を示すこと。 
 
 

（４） 現在のパッシブディフェンス（受動的な防御）だけでなく、アクティブディフ

ェンス（能動的な防御）についても検討すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ ＤＸの進展に伴い、効率的かつ効果的な業務運営を行うため、クラウドサービスの活用やテレ

ワークの推進が求められている。政府がクラウドバイデフォルトの原則に基づき、システムの標

準化や共通のクラウド基盤を整備することが前提ではあるが、それと同時に、サイバー攻撃の対

策を十分に行う必要がある。 

・ さらに、テレワークの推進により、時間や場所に捕らわれない働き方が進むとエンドポイント

のセキュリティ対策が重要となる。このため、サーバー及び端末のセキュリティ対策、職員のリ

テラシー向上、専門人材の確保等に要する経費の増大が見込まれる。 

・ デジタル社会の実現に向けた重点計画では、現行のいわゆる「三層の対策」について、将来的

には、政府情報システムと歩調を合わせつつ、ゼロトラストアーキテクチャーの考えに基づくネ

ットワーク構成への検討を求められている。 

・ さらに、今後ＤＸの進展を見据え、現在の受動的な防御（パッシブディフェンス）だけでなく、

能動的な防御（アクティブディフェンス）についても、サイバーセキュリティ戦略本部との緊密

連携の中で実現に向けた計画策定を検討すべきである。 
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３ インフラ建設ＤＸの推進に関する支援 

 
              要望先 ：デジタル庁、経済産業省、国土交通省 

                       県担当課：県土整備政策課、道路環境課、河川砂防課、河川環境課 
 

◆提案・要望 

（１） ３Ｄデータの継続的な取得及びインフラデータの効率的な利活用のために必要な

財源を確保すること。 
 

（２） ＩＣＴ活用工事を通じて、中小企業へデジタル技術を普及促進するため、財政

支援や知識習得に関する技術支援を継続・拡充すること。 
 

 
◆本県の現状・課題等 

  本県では、令和６年４月より「第２期埼玉県デジタルトランスフォーメーション推進計画」に

移行し、更なるＤＸの推進に取り組んでいる。インフラ建設分野においても、ＩＣＴ活用工事や

工事情報共有システム等の既存事業の推進を始め、ＧＩＳや電子納品保管管理システム等のイン

フラデータを利活用するための基盤の整備を進めている。今後、これらの基盤を安定的に運用し

てＤＸを推進していくためには、以下の課題があることから、上記事項について要望する。 
 
＜３Ｄデータの取得及びインフラデータの利活用＞ 

・ 本県では、県管理道路・河川及び山間部の３Ｄ測量を進めており、取得した３Ｄデータを含め

たインフラデータを利活用するための環境整備（高性能ＰＣやＧＩＳの整備等）を進めている。 

・ しかしながら、継続的なデータの取得、データを利活用するための基盤を運用していくための

安定的な財源の確保が課題となっている。 
 
＜ＩＣＴ活用工事の普及促進＞ 

・ 本県では、平成28年度から令和４年度までにＩＣＴ活用工事を235件実施し、年々、着実に実施

件数が増え、その効果が実感されてきているところであるが、受注者希望型の発注における実施

率は、ＩＣＴ土工でも５割弱にとどまっており、更なる普及促進が課題となっている。 

・ 受注者がＩＣＴ活用工事を実施しない理由として、「高額なＩＣＴ建機や測量機器、３Ｄデータ

を扱うための高性能ＰＣやソフト等の導入費用」が依然として多く挙がっており、普及が進むま

での当面の間、ＩＣＴ建機や測量機器等の調達にあたっての助成制度の継続が必要である。 

・ さらに、本県の建設工事を担う中小企業では、建設労働者の高齢化も進む中、ＩＣＴ活用工事

の実施に必要な知識の習得が依然として課題となっており、支援の継続が必要である。 
 
◆参考 

 ○本県における建設生産プロセスの変革イメージ 

   



6 

 

４ 社会保障・税番号制度への確実な対応 

 
                         要望先 ：内閣官房、デジタル庁、総務省 

                                               県担当課：情報システム戦略課 
 

◆提案・要望 

（１） 社会保障・税番号制度は国家的な社会基盤であることから、セキュリティ強化

対策や今後の制度改正に伴うシステム改修の費用はもとより、マイナポータルへ

の連携や中間サーバーの維持管理、さらにはマイナンバーカードの普及に不可欠

な交付事務費等、マイナンバー制度の運用に伴い不可避的に生じる経費について、

地方公共団体の負担とならないよう十分な財政措置を講じること。 
 

（２） マイナンバーによる情報連携を行う業務においては、住民票関係情報から世帯

構成員を把握できるようにするなど情報連携の対象を拡大し、添付書類をできる

限り省略できるように必要な法令改正、省庁間の調整も含めて国が責任をもって

対応すること。 
 

（３） コンビニでの証明書の誤交付やマイナンバー情報の紐付け誤りなどの再発防止

を徹底するため、国、自治体及び事業者が一体となったチェック体制や、誤交付

等の防止を担保する制度の構築等に取り組み、データ流出を防ぐセキュリティ対

策と管理を徹底すること。 
 

（４） マイナンバーカードについて、国民の理解を促すために制度の意義や具体的な

メリット、セキュリティ対策等についての広報に係る取組を更に強化すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 地方自治体で必要となる番号制度に係る情報システムの整備経費については、概ね国庫補助金

が手当てされているが、情報システム運用経費やマイナポータルへの連携や中間サーバーの維持

管理、マイナンバーカードの普及に不可欠な交付事務費用等については、一部普通地方交付税措

置がなされるものの地方自治体の負担は大きい。また、今後の制度改正や対象事務の増加による

自治体の負担の増加も懸念される。 

・ マイナンバーによる情報連携では「住民票関係情報」から世帯構成員を網羅的に把握できない

など、添付書類の削減につながらない業務がある。 

・ 国、地方自治体が一体で取り組んだマイナンバー情報総点検により、制度への一定程度の信頼

回復はされたものと考えるが、更なる信頼確保のため、確実なチェック体制、制度の構築が必要

である。 

・ マイナンバーカードの更なる普及促進のためには、マイナンバー制度の意義や具体的なメリッ

ト、セキュリティ対策等の広報の強化が必要である。 
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５ 地域医療情報連携ネットワークを踏まえたデータヘルス改革の推進 

 
要望先 ：デジタル庁、消防庁、厚生労働省 

                        県担当課：医療整備課 
 

◆提案・要望 

 データヘルス改革として進められている、患者本人や全国の医療機関等が患者の保健

医療情報を閲覧できる仕組みの整備に当たっては、先行して地域で実施している地域医

療情報連携ネットワークの実績を踏まえて、閲覧できる情報の種類やその機能を検討し、

地域で成果をあげている取組や機能を仕組みに取り入れること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県の利根保健医療圏（７市２町）では、ＩＴを活用した医療連携を行うことにより、地域の

医療資源を有効に活用し、住民が地域で完結できるような「地域完結型医療」の実現を目指すた

め、平成24年度から地域医療情報連携ネットワーク「埼玉利根保健医療圏地域医療ネットワーク

（とねっと）」を導入してきた。 

・ 「とねっと」は、利根保健医療圏において、地域の病院や診療所、臨床検査施設等をネットワ

ークで結び、患者情報を共有してきた。 

・ 令和５年７月末までに、145の医療機関等が参加し約３万５千人の住民が利用者登録しており、

参加医療機関等が患者情報を共有し診療を行うほか、糖尿病にかかる病診連携(地域連携パス)へ

の活用や救急搬送時の利用、健康記録管理の機能を備え、効果的で効率的な地域医療の推進に役

立ててきた。 

・ 一方、国ではデータヘルス改革として、患者や全国の医療機関等が患者の保健医療情報を確認

できる仕組みの整備を進めている。 

・ これまでに、医療機関等において特定健診情報や薬剤情報が閲覧可能となっており、令和４年

９月からはレセプト情報をもとにした診療情報の閲覧が可能となっている。 

・ これに加えて、電子カルテ情報の共有の仕組みについても検討が進められている。 

・ 「とねっと」のような地域医療情報連携ネットワークは、共有した電子カルテ情報等を利用し

運用しており、国の仕組みと重複することが想定される。 

・ このため、国の仕組みの整備にあたっては、地域医療情報連携ネットワークの実績を踏まえて、

閲覧できる情報の種類やその機能について検討し、地域で成果をあげている取組や機能を国の仕

組みに取り入れ、効果的・効率的に実施できるよう構築していく必要がある。 

 

◆参考 

 ○地域医療情報連携ネットワーク 

 ・ ＩＴを活用した情報共有として、病院、診療所等の間で診療上必要な医療情報を、患者の同

意の下、電子的に共有、閲覧する仕組みとして、国の交付金等を活用し全国で200以上整備され

ている。 

 ・ ネットワークに参加する医療機関等の間で効率的に医療情報を共有することが可能となるこ

とから、患者の状態に合った質の高い医療の提供が可能となったり、投薬や検査の重複が避け

られることにより患者の負担を軽減できたりするなどの効果が期待される。 
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６ ナショナルデータベース（ＮＤＢ）の活用促進 

 
                                要望先 ：厚生労働省 

                                           県担当課：保健医療政策課 
 

◆提案・要望 

（１） 都道府県が利用目的に応じたＮＤＢ（連結された介護ＤＢを含む）を随時取得

できるよう、情報セキュリティの確保や個人情報保護に配慮した上で、ＮＤＢデ

ータのオンライン利用が可能となるようなシステムを構築し、データ提供の迅速

化を図ること。 
 

（２） 匿名レセプト情報等第三者提供窓口の相談体制の充実を図ること。 
 

（３） 現在、ホームページで一般公開されているＮＤＢオープンデータについて、要

望に応じて公表する集計データの充実を図るとともに、二次医療圏別の集計デー

タの公表項目を拡充すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ ナショナルデータベース（ＮＤＢ）は「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、医療費

適正化計画の作成・調査・分析に活用するため、電子化されたレセプト情報や特定健診等情報等

のデータについて、匿名化処理を行った上でデータベース化したものである。 

・ ＮＤＢデータの分析は、医療ビッグデータとして二次医療圏における患者の疾患や人数など、

どの地域にどの程度の医療需要があるのかを具体的に把握することを可能とし、地域の課題を把

握し、医療政策の方向性を検討する上で有用であると見込まれる。 

・ しかし、現状では、都道府県がＮＤＢの利用を希望する場合、個別に厚生労働省に利用申請を

行う必要があるほか、申請時には具体的な集計イメージの添付など多岐にわたる申請書類が必要

であり委託業者のサポートが不可欠である。 

・ また、申請後に原則として厚生労働省の設置する有識者会議の審査を受ける必要があり、仮に

審査で認められても、提供までに半年程度を要する場合もある。 

・ 提供されたデータは、施錠可能で入退室状況を管理している部屋でインターネットに接続しな

い端末での利用に限られるなど、その内容にかかわらず一律に環境要件が厳しく設定されており、

専門の研究機関以外では、事実上利用困難となっている。 

・ なお、平成28年度から、個別の政策や研究とは別に、典型的かつ一般的な観点からＮＤＢデー

タを集計した「ＮＤＢオープンデータ」が、厚生労働省のホームページ上で公表されている。 

・ しかし、このオープンデータは、公表される項目が限られており、令和５年度に公表された第

８回オープンデータにおいても、薬剤データ等の項目では二次医療圏別のデータはなく、都道府

県単位の集計しかない。 

・ 現状では、ＮＤＢデータの利用はハードルが高いため、現状国において検討中の医療・介護デ

ータ等解析基盤（ＨＩＣ）の機能拡充を図ること等によって、より簡便な形で利用可能となるよ

う運用を見直す必要がある。 

・ 併せて、都道府県におけるデータ利用のサポートのために、現在国において検討中のアドバイ

ザリープラットフォーム（仮称）の構築等による相談体制の充実を図る必要がある。 
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・ さらに、令和元年５月に「医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の

一部を改正する法律案」が成立し、都道府県はＮＤＢと介護ＤＢを連結したデータの提供が受け

られることとなった。 

・ ＮＤＢと介護ＤＢを連結して解析することは、医療・介護施策の総合的な検討に資すると考え

られることから、当該データの提供についても、今後簡便な方法で運用される必要がある。 

 

◆参考 

 ○ＤＢ第三者提供依頼申出者の状況（承諾案件のみ）※～2020年９月審査分まで 

依頼申出者 件数 

大学・大学院 182件( 53.4%) 

厚生労働省 76件( 22.3%) 

研究開発独立行政法人等 26件(  7.6%) 

都道府県 19件(  5.6%) 

国所管の公益法人 15件(  4.4%) 

国の行政機関 12件(  3.5%) 

市区町村 8件(  2.3%) 

その他 3件(  0.9%) 

合計 341件(100.0%) 

  

○ＮＤＢ第三者提供依頼申出者の状況（承諾案件のみ）※2020年12月～2023年5月審査分（ガイド

ライン改正後） 

依頼申出者 件数 

大学及びその他の研究機関 76件( 69.7%) 

民間事業者 21件( 19.3%) 

公的機関 12件( 11.0%) 

合計 109件(100.0%) 

（厚生労働省資料 第16回匿名医療情報等の提供に関する専門委員会資料から） 
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７ 国家資格の登録手続オンライン化に伴う資格情報提示のデジタル化【新規】 

 
要望先 ：内閣府、デジタル庁、厚生労働省 

                        県担当課：保健医療政策課 
 

◆提案・要望 

（１） 国家資格証の登録手続のオンライン化においては、原則として、電子証明書を

免許原本とすること。 

    当面、紙による交付方法を継続する場合は、申請者が電子証明書を印刷する方

法又は国が申請者に免許を直送する方法とすること。 
 
（２） 電子証明書による資格提示が進むよう、提示を求める側である行政や民間の機

関等にオンラインでの資格確認ができる仕組みの普及を図ること。 
 
（３） オンライン化後の審査事務は、都道府県を経由せず国において実施すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 現在、医師免許等厚生労働大臣所管の国家資格等の申請手続は、保健所が紙申請書を受け付け、

審査をした上で県から国に提出している。申請手続について都道府県を経由して行うことは医師

法施行令第３条ほか各資格を規定する法令で定められており、この申請に基づき、国では審査・

登録・資格証発行を行う。一方、資格証の交付については、医師法第６条第２項ほか各資格を規

定する法令で国が行うことと定められているものの、実質的には申請者の窓口となっている都道

府県を経由して行っている。このため、県では国から資格証が届くと、申請者から預かった切手

を使い資格証を送付、あるいは受取通知を送付し保健所窓口に来庁させている。保健所で取り扱

う国家資格は13種類で令和４年度の申請実績は10,735件となっている。 

・ 国の「デジタル社会の実現に向けた重点計画」は、32 の国家資格等について、現状、主に書面

で行われている手続を、令和６年度以降、可能なものから順次オンライン化を開始するとしてい

る。また、資格管理者等が共同利用できる国家資格等情報連携・活用システムの開発・構築を行

い、マイナンバー等の情報連携による申請添付書類の省略、マイナンバーカードの電子証明書等

を活用した資格証明・提示を可能とするとしている。それにより国家資格証の提示等を求める行

政・民間手続において、オンラインでの資格確認が可能になると明記している。 

・ しかしながら、このたび厚生労働省医政局医事課から、医師免許等の手続について、国家資格

等情報連携・活用システムを使用するものの、紙の資格証を都道府県経由で交付する想定である

こと、及び審査事務も紙の場合と同様に都道府県において行う想定であること、について見解が

示された（医事課所管資格は11種類、令和４年度の申請実績は8,733件）。 

 

【課題①】 

  医師免許等の資格証を依然として紙で交付する場合、システム構築のメリットが十分に生かさ

れず、申請者の利便性の向上が不十分となる。マイナンバーカード等の機能を活用し、電子証明

書を免許原本とすることを原則とすべきである。 

  オンラインでの資格提示や資格確認が普及するまでの間、紙による資格証の交付を行う場合は、

申請者自らが資格情報を印刷する方法を用意する必要がある。 

  また、紙の資格証を国が発行する場合、これまでどおり県を経由して交付することは、交付ま
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での期間短縮や県の事務作業の負担軽減にはつながらないことから、都道府県を経由することと

している規定を見直し、国が直接交付すべきである。 

【課題②】 

  資格取得者がマイナンバーカード等の電子証明書を円滑に提示できるようにするため、資格証

の提示等を求める行政や民間の機関等に、オンラインでの資格の確認ができる仕組みを普及させ

る必要がある。 

【課題③】 

  オンライン申請後も県で引き続き審査を行う取扱は、事務負担の軽減が図られないばかりか、

新たにＬＧＷＡＮ接続のＰＣ確保や接続工事のための費用負担も発生する。 

  システム構築のメリットとして事務負担の軽減が挙げられるが、オンライン申請により都道府

県を経由する必要性がなくなるため、国において一元的・効率的に審査が実施できるものと考え

る。 

 

◆参考 

 ○免許の申請手続における都道府県経由の流れ 

  

申請者 保健所 都道府県 

審査 

厚生労働省 

審査・登録 
窓口で 

申請 

免許証 免許証 免許証 

書類 書類 書類 審査 

免許証 

発行・発送 
発送 交付 免許証 

受取 
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８ 地方税のＤＸ推進に係る規制緩和、支援充実【一部新規】 

 
要望先 ：内閣府、デジタル庁、総務省、国土交通省 

    県担当課：税務課 
 

◆提案・要望 

＜自動車税＞ 

（１） 自動車保有関係手続のワンストップサービス（以下「ＯＳＳ」という。）につい

ては、中古車の移転登録などの利用率が低く、窓口における申請件数が減らない

ため、窓口業務に係る県の経費削減効果が十分発現できないことから、ＯＳＳの

改修を早急に行い、中古車の移転登録などにおける全ての添付書類の電子化や、

ヘルプ機能の充実等による操作性の向上等を図ること。 
 
（２） 自動車税・軽自動車税の障害者減免については、国の情報提供ネットワークシ

ステムだけで減免を判定することができず、障害者手帳の原本を確認する必要が

あることから、情報提供ネットワークシステムに減免に必要な全ての情報を一元

化し、各自治体がシステムで減免の判定ができるようにすること。 
 
（３） 令和５年６月９日に公布されたマイナンバー法等の一部改正法に規定されてい

る変更登録だけでなく新規登録など全ての自動車登録手続におけるマイナンバー

の活用を早期に実現すること。 

      また、自動車税の課税のために国土交通省から提供される自動車登録ファイル

の情報にマイナンバーを追加することにより、都道府県が抹消登録等に伴う自動

車税（種別割）の還付手続において、公金受取口座を活用できるようにすること。 
 
＜納税証明書＞ 

（４） 納税証明書の交付請求、交付手続の電子化については、全国統一的なオンライ

ン化が令和７年末までに実現できるよう、国において早急に具体的な検討を進め

ること。 

    また、公的機関への納税証明書の提出については、法令や運用等により書面等

による添付が義務付けされているものがあるので、県の内部のバックオフィス連

携により納税証明書の添付を省略できるよう、下記の法令等の規制緩和を行うこ

と。 

  ・ 建設業法施行規則第４条（建設業許可申請の手続） 

  ・ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第７条第２項（公益法人の

認定の手続） 

   

＜軽油引取税＞ 

（５） 令和６年10月から導入される予定の軽油引取税に係る電子申告や免税手続の電

子申請について、特別徴収義務者の利便性向上を図るため、法令で提出を義務付

けている書類や法定様式の省略・簡素化を図ること。 

    また、農業支援の一環として農業従事者が容易に免税制度を利用できるよう、

農業者に係る軽油引取税免税制度の手続の簡素化を図ること。 
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◆本県の現状・課題等 

<自動車税> 

（１）ＯＳＳ 

・ ＯＳＳは国により平成17年12月に運用が開始され、本県では平成18年４月から導入をしている。

新車新規登録や車検時の継続検査での利用率はそれぞれ75%、60%を超え一定の利用が進んでいる

が、中古車の移転登録での利用率は約２％程度にとどまるなど、それ以外の手続における利用が

進んでいない。 

・ 現行のＯＳＳは、中古車の移転登録手続がＯＳＳ上で完結せず譲渡証明書を運輸支局へ直接持

参する必要があることや、入力画面に十分なヘルプ機能等がないため、一定の専門知識がないと

入力に多くの時間を要するなど、利用者にとって使いにくいシステムとなっており利用率低迷の

大きな要因となっている。 

・ ＯＳＳの利用率が低く、窓口での申請数の減少が進まないため、システム導入の効果として期

待される窓口業務等に係る県の経費削減効果が十分に発現できていない。 
 

（２）障害者減免 

・ デジタル庁が管理する情報提供ネットワークシステムでは、障害者の障害等級や世帯構成など

の情報は管理されているが、自動車税・軽自動車税の減免に必要な情報（当該障害者が自動車税・

軽自動車税の減免を受けているか）は管理されていない。 

・ これはマイナンバーを扱っている当該情報提供ネットワークシステムが管理できる情報が、マ

イナンバー法で限定されているためである。 

・ その結果、現状ではこれらの情報を確認するため、障害者手帳の原本を確認する必要があり、

原則として、申請者は都道府県・市区町村窓口に出向かなければならない。 
 

（３）自動車登録手続におけるマイナンバーの活用 

・ 現状では、自動車の抹消登録手続等により自動車税（種別割）に還付が生じた場合、納税者は

都道府県が送付する送金通知書を金融機関の窓口に持参して受け取る必要がある。 

・ これは自動車税の課税のために国土交通省から提供される自動車登録ファイルの情報にマイナ

ンバーが紐づいていないことなどにより、都道府県では、口座情報が把握できないためである。 

・ 納税者の利便性を向上させるため、全ての自動車登録手続へのマイナンバーの活用を早期に実

現し、自動車税の還付においても公金受取口座の活用を進めるべきである。 
 

＜納税証明書＞ 

・ 地方税共同機構の「地方税における電子化の推進に関する検討会」では、納税者等が地方団体

に対して行う全ての申告・申請手続について、令和７年末までに、全国統一的にオンライン化す

ることを目指すこととしているが、納税証明書の電子化については具体的検討が進んでいない。 

・ 本県では、県民サービスの向上と行政事務の更なる効率化のため、庁内の行政手続でのバック

オフィス連携を行うことにより納税証明書の省略を進めているが、法令等により納税証明書の提

出を求める手続があり、推進の支障となっている。 
 

＜軽油引取税＞ 

・ 軽油引取税に係る電子申告・電子申請が導入された場合、提出書類や法定様式の記載事項が極

めて多いことが利用促進の支障となることが想定される。 

・ 軽油引取税免税制度においては３年に１度の免税軽油使用者証に係る申請や毎年の免税証に係

る申請の２種類が必要であり、手続が煩雑である。 

・ 中でも農業に係る申請については個人によるものが大多数を占めており、平成21年度税制改正

における国会答弁の中で、「農業等の一次産業への免税措置は政策目的から維持する必要がある」

とされていることから、農業従事者が免税制度を利用しやすい環境を整備する必要がある。 
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９ 金融機関の諸手続における押印不要化、電子化等の実現 

 
要望先 ：デジタル庁 

                     県担当課：出納総務課 
 

◆提案・要望 

 金融機関が諸手続において商取引慣行上求めている押印や書面の提出について、デジ

タル庁から全国銀行協会、金融庁等に働きかけて、早期に押印不要化や電子化等を実現

すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県では、ＤＸはいきなり最終的な変革を実現しようとするのではなく、「デジタイゼーショ

ン」「デジタライゼーション」といった段階を経て「デジタルトランスフォーメーション」に至る

流れが適切であると考えている。 

・ この考え方に基づき、本県ではまず「オフィスのペーパーレス化」から取り組むこととし、紙

文化の象徴といえる押印の見直しや、使い勝手の良いデジタルツールの導入なども実施してきた

ところである。 

・ ペーパーレスを行政内部の効率化のみに止めず、広く民間にも波及させるためには、金融機関

が諸手続において商取引慣行上求めている押印や書面の提出についても、押印不要化や電子化等

を実現する必要がある。 

・ このことについては、令和２年７月２日付け「書面規制、押印、対面規制の見直しについて」

（規制改革推進会議）においても、早急に解決策を検討し、実行に移すよう、提言されている。 

・ 特に県においては、金融機関を通じて県民・法人に対する公金の取扱を行っていることから、

金融機関の諸手続を押印不要化や電子化する取組は、本県ＤＸビジョンの実現につながるものと

して重要である。 
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10 公金収納のキャッシュレス化を円滑に進めるための支援等【新規】 

 
要望先 ：デジタル庁、総務省、経済産業省、国家公安委員会 

                県担当課：出納総務課 
 

◆提案・要望 

（１） 県が推進するキャッシュレス決済の導入に伴うイニシャルコストやランニング

コストについては、早急に財政支援措置を制度化すること。 
 

（２） 金融機関やカード会社、決済事業者などに対して、キャッシュレス決済手数料

の軽減や、利用可能な決済ブランドの利便性の向上等について、指導、要請等を

行うこと。 
 

（３） 法令等の規制により電子申請が実施できない状況にある手続については、規制

の必要性や手法を改めて検証し、できるだけ早期に電子申請が可能となるよう計

画的に環境整備を進めること。 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県では、平成30年度に近代美術館など県の直営施設にキャッシュレス決済を導入したことを

端緒に、令和５年度からは県証紙の廃止に伴い、約500の手数料にキャッシュレス決済を導入した 

ことにより、窓口等におけるキャッシュレスの導入割合は全体の４分の３程度まで達したところ

である。 

・ また、県民の利便性の更なる向上のため、電子申請・電子収納についても、積極的な推進を図

っているところであり、約500手続のうち約８割に当たる約400手続については、令和６年度中に

電子申請が可能となる見込みである。 

・ しかしながら、今後、更なるキャッシュレス決済の導入や、電子申請が可能な手続きの拡大を

図っていくに当たっては、次のような課題が生じている。 

 ① キャッシュレス化に伴う県の財政負担の増嵩等 

   インターネットへの回線への接続工事費用等のイニシャルコストや、キャッシュレス端末の

リース料等のランニングコストが、県の財政を圧迫し、更なるキャッシュレス化の阻害要因と

なっている。 

   また、キャッシュレス決済の手数料や利用可能な決済ブランド等については、民間事業者主

導で決定されており、決済手数料の高止まりや、県主導で決済ブランドの拡大等が実施しにく

いなど状況を招いている。 

   キャッシュレス化の推進については、国の方針に基づき全国的に進められている重要なＤＸ

施策であることから、国の責任において県への財政支援制度を早急に創設し、その推進を後押

ししていく必要がある。 
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 ② 紙書類の申請書類への添付の義務付け等 

   現時点では電子申請を開始することが難しい、残りの２割の手続きについては、警察署を経

由した申請や住民票の写し等の現物の添付が法令等で義務付けられていることなどにより、電

子申請を行えない状況となっている。 

   そのため、改めて規制の必要性や手法を検証し、できるだけ早期に電子申請を可能としてい

く必要がある。 
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11 パスポート発給申請におけるキャッシュレス化の推進【新規】 

 
 要望先 ：デジタル庁、外務省 

                     県担当課：出納総務課、国際課 
 

◆提案・要望 

 パスポート（旅券）発給申請手数料については、書面手続の場合も印紙ではなくキャ

ッシュレスで納付できるよう制度設計を行うこと。 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県の手数料については、令和５年度からの県証紙の廃止により、約500の手数料にキャッシュ

レス決済を導入した。 

  これにより、窓口等におけるキャッシュレス決済の導入割合は全体の４分の３程度まで達した

ところである。 

・ パスポート（旅券）発給申請手数料の納付は、県手数料と国手数料を同時に納付する必要があ

るが、発給申請を電子手続で行った場合の手数料は、キャッシュレス決済による納付が可能とな

っている。 

・ 一方で、発給申請を書面手続で行った場合には、県手数料はキャッシュレス決済による納付、

国手数料は印紙による納付となっている。 

・ そのため、パスポートの発給を書面で申請する県民にとっては、県が実施しているキャッシュ

レス手段とは別に、印紙を購入する際には現金で支払う必要があり、支払手段の相違から、分か

りづらく利便性の悪い仕組みとなっている。 

 

◆参考 

 ○現状に対する国の動向 

  昭和26年 旅券法制定（手数料は収入印紙で納入） 

  平成元年 手数料を国と都道府県に分納する制度を導入（国に納付する手数料は収入印紙で納入） 

  令和５年３月 外務省の所管する法令に係る情報通信技術を利用する方法による国の歳入等

の納付に関する法律施行規則により、旅券発給申請を電子手続で行った場合の手

数料は、オンライン上でクレジットカード納付することが可能になった。 

        ※書面手続の場合は引き続き収入印紙により納入する必要がある。 
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■持続可能なまちづくりと経済成長の実現    

 

１ 人口減少社会におけるまちづくり 

 
                 要望先 ：内閣官房、内閣府、デジタル庁、総務省、 

文部科学省、厚生労働省、農林水産省、 

経済産業省、国土交通省、環境省 

                 県担当課：エネルギー環境課、市街地整備課 
 

◆提案・要望 

 政府が推進しているコンパクトシティの取組や、デジタル田園都市国家構想総合戦略、

国土強靱化基本計画等の重要施策を相互に関連させ、高次の取組を行う市町村に対して、

より手厚い財政支援を行うこと。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県は、かつて経験したことがない人口減少・超少子高齢社会の到来という大きな転換期を迎

えている。国勢調査開始以来、全国で唯一、人口が増加し続けた本県であるが、令和４年４月に

総務省が公表した人口推計では、初めて人口が減少に転じた。その一方で、75歳以上の高齢者人

口が全国で最も速いスピードで増加することが予想されている。 

・ 超少子高齢社会では、地域を支える商業や交通の衰退、空き家の増加等による都市のスポンジ

化、医療・福祉の費用増加などにより、現在の行政サービス水準の維持やインフラの更新が困難

になることが予測される。その上で、激甚化・頻発化する災害にも対応していかなければならな

い。 

・ 本県では、こうした諸課題に対応するため、市町村や企業等とともに、コンパクト、スマート、

レジリエントの３つの要素、すなわち、コンパクトなまちづくりを進めつつ、スマート技術の活

用により利便性を高め、災害に強く、エネルギーも途絶えない、持続可能なまちづくりに取り組

む「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」を推進している。 

・ 本プロジェクトに参加する市町村は、居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等のさまざまな

都市機能の誘導やウォーカブルなまちづくり、デジタルの力を活用した地方の社会課題解決、防

災・減災の取組、エネルギーレジリエンスの強化などに総合的に取り組んでおり、政府が推進し

ているコンパクトシティの取組や、デジタル田園都市国家構想総合戦略、国土強靱化基本計画等

にも沿った取組である。 

・ こうした超少子高齢社会の課題に着実に対応するための市町村の取組は全国の自治体にとって

も参考となることから、取組を一層推進するための財政支援が必要である。 
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２ 再生可能エネルギー等の普及拡大【一部新規】 

 
要望先 ：経済産業省、資源エネルギー庁、環境省 

                     県担当課：エネルギー環境課 
 

◆提案・要望 

（１） 地方公共団体が進める地域の脱炭素化の取組を幅広く支援する観点から、「地域

脱炭素移行・再エネ推進交付金」の予算を拡充するほか、交付金の柔軟な活用の

妨げとなる詳細な要件の設定や年度途中の取扱いの変更を避けるとともに、事業

計画額の全額を年度当初に交付決定し、交付金を機動的に活用できるよう運用改

善を図ること。また、国庫補助事業の地方負担分や地方単独事業に対しても地方

財政措置を確実に講じること。 
 

（２） 地域の脱炭素化に向け、家庭や企業等における再生可能エネルギー活用設備や、

電力の効率利用に不可欠な蓄電池のほか、コージェネレーションシステム等の導

入に対する支援の拡充、各設備の性能向上や価格低減に向けた技術開発を進める

こと。 
 

（３） 地域の脱炭素化に当たって重要となる熱エネルギーの活用を進めるため、太陽

熱・地中熱・バイオマス熱のほか、工場からの廃熱等も含めた効率利用について

導入支援を充実させること。 
 

（４） ＡＩやＩｏＴなどのデジタル技術を活用したＶＰＰや、地域マイクログリッド、

複数事業者間での熱の共同利用などエネルギーの効率的利用に向けた研究・技術

開発や導入支援を強化すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 脱炭素化に向けては、再生可能エネルギーの活用が検討課題となるが、電力の安定供給のため

には、蓄電池や系統との連携、多様なエネルギー源の確保など、バランスを取った施策の展開が

必要である。 

・ 日本全体の電力需要は 2010 年をピークに 10％減少している一方、電力の設備容量は 32%増加

しており、特に太陽光発電の設備容量は 13倍に増えている。 

・ 電力需要が減少し、設備容量が増加する一方で、冬になると供給不足に陥っているのは、天候

に左右されやすい太陽光発電設備が機能していないためである。    

・ 2018 年１月、東京電力管内において世界で最も長い８日間で 13 回ものデマンドレスポンスが

導入されたが、その大きな要因は太陽光発電設備からの電力供給が雪により長期間停止したこと

にあった。  

・ こうした事態を繰り返すことがないよう、本県では企業等及び家庭の双方で蓄電池などの再生

可能エネルギー活用設備や省エネ設備の導入補助を実施しているが、今後、更に導入を促進して

いくためには、設備性能の向上や価格の低減を図ることも重要である。 

・ また、ＡＩやＩｏＴなどのデジタル技術を活用したＶＰＰや、地域マイクログリッド、複数事

業者間での熱の共同利用など、エネルギーの効率的利用を進めていくことも重要である。 
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３ 都市公園事業の推進 

 
                               要望先 ：国土交通省 

県担当課：公園スタジアム課 
 

◆提案・要望 

（１） 生活に潤いと安らぎを与える憩いの場であり、災害時の避難地や防災活動拠点

となる都市公園の整備を推進するため、必要な財源を確保すること。 
 
（２） 国民の安心・安全の確保が求められる中、インフラの老朽化対策として、公園施

設の長寿命化を推進するため、必要な財源を確保すること。 
 
（３） 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、ＣＯ２吸収源となる樹林地を健

全な環境とするため、樹木の適正管理ができる財源を確保すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県が管理する都市公園は31公園のうち23公園が開設から30年以上経過しており、魅力ある公

園づくりを持続するための再整備も必要であるが、予算の確保が課題となっている。 

・ 公園施設長寿命化に要する費用は、向こう５年間で約283億円と見込まれており、財政面での制

約がある中、予算の確保が課題となっている。 

・ 樹木管理に要する費用は、指定管理者による簡易な枝打ちを除いて、過去５年間で約4.0億円と

なっているが、財政面の制約がある中で倒木の危険がある樹木の撤去しかできておらず、樹林地

を健全な環境とするための伐採・剪定などができていない。 
 

◆参考 

 ○向こう５年間の県営公園における施設の長寿命化に要する費用（単位：百万円） 

年度 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 合計 

金額 5,903 5,665 5,654 5,691 5,463 28,376 

 

 ○過去５年間の県営公園における樹木管理に要した費用（単位：百万円） 

年度 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 合計 

金額 65.5 81.7 85.3 91.9 75.0 399.4 
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■あんしん しあわせ たのしい こども支援の充実 

 

１ 保育士の処遇改善と人材確保の推進 

 
要望先 ：こども家庭庁、文部科学省 

                           県担当課：こども支援課 
 

◆提案・要望 

（１） 保育士が安定的・継続的に働くことができるように、保育所等の職員の給与が

他の業種と比較し適切な水準となるよう、保育士の勤務実態に合った公定価格を

定めること。 

  ・ 隣接する市区町村の間で公定価格に大きな差が生じないよう、地域の実情を

十分に反映した地域区分を設定すること。 

  ・ 地域区分は公務員の地域手当の区分だけでなく平均所得や公示価格など他の

客観的指標も考慮すること。 

  ・ 公定価格の抜本的な見直しが行われるまでの間、特定の地域に不利益が生じ

ないよう地域区分の設定方法について新たな特例を導入するなど柔軟な対応を

講じること。 

  ・ また、個々の公定価格の地域区分の設定に関係する地方自治体の意見が反映

される仕組みを早急に導入すること。 
 
（２） 公定価格の人件費部分を明確にし、保育士の給与に直接反映するための基準を

導入すること。 
 
（３） 保育士・保育所支援センター運営事業などの保育士確保施策については、引き

続き強力に推進し、国において十分な財源措置を図ること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県では待機児童対策として、令和６年度に、1,700 人分の保育サービス受入枠の拡大を予定

しており、保育士の確保が喫緊の課題となっている。 

・ 本県の保育士の有効求人倍率は、令和６年１月に 4.03倍と高い水準にあり、今後も保育士不足

の深刻化が見込まれる。 

・ 保育士の新規人材の確保と離職の防止を図るためには、保育士の処遇改善を行うことが必要で 

あり、子ども・子育て支援新制度における公定価格を適切な水準に設定する必要がある。 

・ 公定価格の地域区分は市区町村ごとに設定されており、東京都特別区と隣接する県内市との間

で公定価格に大きな差が生じているなど、地域の実情を十分に反映した区分となっていない。 

・ また、自治体の平均所得と地域区分の関係で見ると、これらの市は、隣接する区と平均所得に

あまり差がないにもかかわらず地域区分が６％（東京都特別区は 20％）と低い状況にある。 

・ 県内の保育団体からは、本県は地代などの経費が高いため、運営費を人件費に十分充てられな

いという意見もある。平均公示価格と地域区分の関係で見ると、県内の一部の市では他県と比べ

平均公示価格が高いにもかかわらず地域区分が低い状況にある。 
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・ 保育士確保策を引き続き強力に推進し、財源については、地方に負担を転嫁することなく、国

において十分な財政措置を図ることが必要である。 

・ 公定価格には人件費が含まれているが、その割合は示されていないため、保育士給与への配分

が適切に行われているか不明確である。 
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２ 保育料の完全無償化の早期実現【一部新規】 

                                          
要望先 ：こども家庭庁、文部科学省 

                           県担当課：こども支援課 
 

◆提案・要望 

（１） 現行の幼児教育・保育の無償化に伴う財源については、地方に実質的な負担が

新たに生じないよう、必要な安定財源を国の責任で確保すること。 
 

（２） 所得に関係なく、誰もが良質な保育等サービスを受けられるよう、０～２歳児

についても保育料の完全無償化を早期に実現すること。 
 

（３） 保育料の完全無償化を実現するまでの間は、現行の多子軽減制度の同時入所要

件を撤廃し、保育サービス等を利用する世帯への経済的負担を軽減すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 令和元年10月から、認可外保育施設を含め幼児教育無償化が実施されているが、引き続き十分

な財源措置が必要である。 

・ 保育料は国が定める上限額の範囲内で、保護者の所得に応じて各市町村が徴収額を定めている。 

  平成27年４月に施行された「子ども・子育て支援新制度」では、保育料の多子軽減制度を設け、

認可保育所等に兄弟姉妹が同時に入所する（＝同時入所要件）場合に、最年長のこどもから順に

第２子の保育料が半額、第３子以降は無償としているが、小学生以上の兄弟がいる場合はこの軽

減制度に当てはまらない。 

 

◆参考 

 ○現行の国多子軽減制度と本県の事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※現在、本県では、満３歳未満で第３子以降の保育料を無償化する事業を実施している。 

 ※同時入所要件が撤廃されれば、兄弟姉妹の年齢に関わらず、第２子の保護者負担は半額とな 

  り、第３子以降は無償化される。  
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３ 放課後児童健全育成事業の充実 

 
要望先 ：こども家庭庁 

                                 県担当課：こども支援課 
 

◆提案・要望 

（１） 待機児童や対象学年の拡大に対応した量の拡充、適正規模の支援単位への移行

促進、従事者の処遇改善及び研修の着実な実施を図れるよう、運営費及び整備費

補助等において十分な財政措置を行うこと。特に物価高騰分については、補助基

準額に確実に反映する若しくは別途補助を行う等、しっかりと対策を講じること。 
 

（２） 放課後児童クラブの定員増につながる、余裕教室などの既存施設を活用した改

修整備に対する補助負担割合について、国庫負担割合の嵩上げ措置を実施し、現

行の国：県：市町村＝１／３：１／３：１／３から、国：県：市町村＝２／３： 

   １／６：１／６へ変更すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県では、2,015 か所の放課後児童クラブで児童の受入れを進める一方、令和５年５月の待機

児童数 1,881人は全国２位の水準であり、更なるクラブの整備が不可欠である。 

・ 厚生労働省令では、児童の集団活動の規模（支援単位）は、おおむね 40人以下とされたが、本

県ではまだ多くのクラブが 40 人を超える規模となっており、適正規模の支援単位への移行を強

力に促進する必要がある。 

・ 一方で、適正規模の支援単位に移行するためには、新たな施設整備と従事者の確保が必要であ

り、より一層、整備費補助及び処遇改善事業等の拡充が必要である。 

・ 令和３年度補正予算において、放課後児童支援員等を対象に月額9,000円の処遇改善が計上さ

れたが、更なる拡充が必要である。 

・ 厚生労働省及び文部科学省連名で平成 30 年９月に策定した「新・放課後子ども総合プラン」

（令和元年度～令和５年度）においては令和５年度末までに 152万人の受け皿の整備を目標とし

ていた。 

・ しかしながら、こども家庭庁及び文部科学省連名で令和５年 12月に発出された「放課後児童対

策パッケージ」では、令和５年度末での目標達成が困難としつつも、可及的速やかに 152万人の

受け皿整備を達成するとしている。 

・ これまでも、放課後児童クラブの新設整備については、国庫負担割合の嵩上げが行われ、市町

村の負担が軽減されている（国：県：市町村＝１／３ ：１／３：１／３ → ２／３：１／６：１

／６）が、余裕教室など既存施設を活用した放課後児童クラブの改修整備については、従来どお

り、国、県、市町村が３分の１ずつの負担割合のままである。 

・ 令和５年度補正予算において放課後児童クラブの新設整備（ハード整備）のみ、国庫負担割合

（２／３→５／６）の嵩上げ措置が実施されたが、余裕教室などの既存施設の活用を促進するた

めにも、新設と同様に国庫負担割合の嵩上げが必要である。 
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◆参考 

 ○本県における放課後児童クラブ利用児童数及び待機児童数（各年度５月１日現在＊） 

年  度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度  
利用児童数（人） 71,004 70,162 72,447 75,511 79,017 

待機児童数（人） 2,049 1,665 1,230 1,554 1,881 

    ＊令和２年度は７月１日現在 
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４ 教育相談体制の強化に伴う財政上の措置 

 
                                  要望先  ：文部科学省 

                         県担当課：生徒指導課 
 

◆提案・要望 

（１） 小・中学校におけるスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーに

ついては、配置日数や勤務時間を増やすことができるよう、財政支援の拡充を図

ること。 
 

（２） 高等学校・特別支援学校におけるスクールカウンセラー及びスクールソーシャ

ルワーカーについては、全校配置ができるよう、財政支援の拡充を図ること。 
 

（３） スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤化を進めること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ いじめ防止対策推進法、教育機会確保法の施行により、国及び地方公共団体は、心理、福祉等

に関する専門的知識を有する者であって教育相談に応じるものの確保が求められている。 

・ 本県の公立小・中・高・特別支援学校における令和４年度のいじめの認知件数は34,993件（30,874 

件）、不登校児童生徒については、小学校4,395人（3,244人）、中学校9,715人（7,934人）、高等学

校2,804人（2,364人）で増加傾向にある（カッコ内は令和３年度の数）。 

・ こうした状況に対応するため、児童生徒及び保護者に対して、学級担任を中心に管理職や養護

教諭、またスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの職員が連携し、組織とし

て適切な支援を実施する必要がある。 

・ スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーといった心理・福祉の専門的な知識を有

する職員は、児童生徒の抱える悩みや課題が複雑化する中、適切な支援を実施する上で重要な役

割を果たしている。 

・ しかしながら、国によるスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置に対す

る補助事業では、重点配置により勤務時間が加算されるところであるが、学校で必要とされる配

置日数や勤務時間に比して不足しており、十分な配置が困難であるとともに、国の補助率が３分

の１に留まるため、都道府県の負担が大きくなっている。 

・ また、国による補助事業の対象は小学校及び中学校に配置する者が中心となっており、高等学

校や特別支援学校に配置する者に対する補助事業や地方交付税が十分に措置されていないため、

高等学校や特別支援学校におけるスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配

置が困難である。 

・ 現在、国において、スクールカウンセラーなどの常勤化に向けた検討が行われているが、地方

自治体にとって有効に活用されるものとなるよう、更に検討を進めてもらう必要がある。 

・ なお、常勤職員としての配置を行う際には、国が、いわゆる標準法において教職員定数として

算定するべきである。 
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５ ＧＩＧＡスクール構想の推進【一部新規】 

 
                   要望先 ：文部科学省 

                                     県担当課：学事課、ＩＣＴ教育推進課、教育局財務課 
 

◆提案・要望 

（１） ＧＩＧＡスクール構想により推進された学習者用端末について、高等学校につ

いても小中学校等と同様の支援を講じること。 
 
（２） 児童生徒が学校外で学習者用端末を活用する際の通信費について、十分な財政

措置を行うこと。 
 
（３） 学校のネットワーク環境の維持・更新に係る財政措置を講じること。 
 
（４） ＧＩＧＡスクール運営支援センター及びＩＣＴ支援員の配置について令和７年

度以降も継続的に財政措置を講じること。 
 
（５） 「教育のＩＣＴ化に向けた５か年計画」終了後の新たなＩＣＴ環境整備方針等

を早期に示すとともに、必要な財政措置を講じること。 
 
（６） 私立学校における教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図るため、ＩＣＴ活用授業

のノウハウの習得や外部人材による技術的支援等に係る経費に対する財政的支援

を拡充すること。 
 
（７） 私立学校の端末の購入・更新に対する支援やネットワーク環境の向上等ＩＣＴ

環境の整備についても、補助率の嵩上げや補助上限の拡大等を通じた安定的な財

政措置を拡充すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ ＧＩＧＡスクール構想により整備された義務教育段階における児童生徒の１人１台端末につい

ては、文部科学省の令和５年度補正予算において県に基金を造成し、当面、令和７年度までの端

末更新等に要する経費の３分の２を補助するための予算が計上された。一方、高等学校段階にお

いては経費の３分の１相当について交付税措置がされているものの、当該基金の原資である国庫

補助金の対象外となっている。ＧＩＧＡスクール構想は、国が全国的に進めているものであり、

高等学校段階においても義務教育段階と同様の支援がなされるべきものと考える。 

・ 放課後や校外学習での活用等を見据えた学校外の学びの通信環境整備として、可搬型通信機器

契約に対し３分の１の国庫補助制度があるものの、令和６年度までの限定的な措置であることに

加え、今後、デジタル教科書の導入や自宅でのオンライン学習など学校外での学習者用端末の更

なる活用が見込まれることから、恒久的で十分な財政措置が必要である。 

・ 学校のネットワーク環境においては「教育のＩＣＴ化に向けた５か年計画」を踏まえた交付税

措置がなされているが、機器の耐用年数、通信量の増加、情報セキュリティ対策等を踏まえ、維

持・更新にかかる継続的かつ十分な財政措置が必要である。 

・ 端末の安定的な運用を支援するヘルプデスク業務やネットワークトラブル対応等は、端末利活

用が定着して以降も必ず発生する基盤的業務である。ＧＩＧＡスクール運営支援センター及びＩ

ＣＴ支援員の配置については、令和７年度以降も継続して財政措置が必要である。 
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・ 「教育のＩＣＴ化に向けた５か年計画」以降の新たなＩＣＴ環境整備方針等については、国は

令和７年度に向けて検討を進めるとしている。各自治体における整備計画を立てるため早期に方

針を示すとともに、ＩＣＴ環境を恒久的に維持できるよう必要な財政措置が必要である。 

・ 私立学校におけるＩＣＴ環境は学校ごとに異なり、ハードやソフトの仕様も様々であるため、

それぞれの私立学校の実情に応じたオーダーメイドでのサポートを受けられるようにすること

が効果的である。既存の経常費補助における教育改革推進特別経費の加算を含め、外部人材によ

る技術的支援やＩＣＴを活用した授業に関するノウハウの習得など教員のＩＣＴを活用した指

導力の向上を図ることができるよう、引き続き国による財政的支援の拡充が必要である。また、

端末の購入・更新に対する支援やネットワーク環境の向上等ＩＣＴ環境の整備についても、各学

校の負担が大きいため、財政的支援の拡充が必要である。 
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６ 児童養護施設等の職員配置基準及び措置費等の見直し 

 
                                 要望先 ：こども家庭庁 

                                      県担当課：こども安全課 
 

◆提案・要望 

＜児童養護施設等の措置費算定上の職員配置基準の見直し＞  

（１） 児童養護施設の直接処遇職員(児童指導員・保育士)配置基準を就学児以上では

３：１とすること。 
 

（２） 児童養護施設の個別対応職員及び心理療法担当職員は、施設規模に応じた複数

配置とすること。 
 

（３） 児童養護施設の定員規模や地域分散化、ファミリーホームの設置等の実情に応

じ、事務員を複数配置とすること。 
 

（４） 児童心理治療施設の心理療法担当職員の職員配置基準を５：１とすること。 
 

（５） 児童自立支援施設及び母子生活支援施設において看護師の配置を設定すること。 

 
（６） 母子生活支援施設の母子支援員及び少年指導員の職員配置基準を５：１とする

こと。 
 

（７） 母子生活支援施設の心理療法担当職員及び個別対応職員を常勤とし、職員配置

基準を10：１とすること。 
 

（８） 自立援助ホームにおいて、心理的なサポートを行うため、心理療法担当職員の

配置基準を設定すること。 
 

（９） 児童養護施設の小規模グループケアの定員を当面の間は現状維持とすること。 
 

（10） 児童養護施設の本園の小規模グループケアについては、分園と同様に最大３名

の職員加配を認めること。 
 

（11） 児童養護施設に付属する一時保護所の職員配置基準を２：１とすること。 
 

（12） 母子生活支援施設において、事務職員を専任で配置すること。 
 

（13） 母子生活支援施設においても家庭支援専門相談員の加算配置を対象とすること。 
 

（14） 自立援助ホームに事務員（非常勤）を配置すること。 
 

＜措置費の見直し＞ 

（１） 児童養護施設等の養育の担い手である職員の過重な就労実態を改善するため、

措置費の人件費部分について更なる改善を進めること。 
 

（２） 児童養護施設等の安定的運営を図るため、物価高騰分を措置費に確実に反映す

るなど、十分な対策を講じること。 
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（３） 児童養護施設では知的障害や発達障害を抱える児童が年々増加し、職員の負担

が増していることから、新たに「知的障害児・発達障害児受入加算費」や「特別

支援学校・学級児加算」を創設すること。 
 

（４） 乳児院においては障害児や病虚弱児の長期入所に対応するため、入所児童の年

齢に関係なく支弁される「乳児院病虚弱等児童加算費」を増額すること。 
 

（５） 母子生活施設においては、第１子妊娠中についても入所の対象とすること。 
 

（６） インフルエンザ等の感染症に対する予防接種に要する費用については、実費を

支弁すること。 
 

（７） 高校生の部活動、学習塾等に要する費用の実費を支援すること。 
 

（８） 大学進学等自立生活支度費の更なる充実を図ること。 
 

（９） 特別支援学校高等部及び母子生活支援施設に入所する高校生について、特別育

成費の全ての項目について支弁すること。 
 

（10） 資格取得費については全児童を対象とし、複数回の支弁を可能とすること。 
 

（11） 保育士や看護師等の確保対策として、家賃の借上げ補助を創設すること。 
 

（12） 自立援助ホームにおいても受診券の発行の対象とすること。 
 

＜乳児院等多機能化推進事業（医療機関等連携強化事業）の見直し＞ 

（１） 医療的ケアが必要な児童等の円滑な受入を促進するため、乳児院において複数

の看護師を配置できるよう補助を拡充すること。 

 

＜次世代育成支援対策施設整備交付金の見直し＞ 

（１） 児童福祉施設等の施設整備を推進するため、次世代育成支援対策施設整備交付

金の予算を拡充すること。 

（２） 地方自治体が計画的に整備事業を実施できるよう採択にあたってのルールを明

確にすること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

＜児童養護施設等の措置費算定基準上の職員配置基準の見直し＞ 

 ・ 児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設及び母子生活支援施設では、虐待やＤ

Ｖを受け心に深い傷を持つ児童等の入所が増え、個別的できめ細かな処遇が求められている。

また、知的障害や発達障害、精神障害のある児童等の入所により、専門的な知識・技術、適切

な心理的ケア及び医療的ケアが求められている。 

 ・ 職員の配置基準は、児童入所施設措置費等国庫負担金（措置費）交付要綱（平成11年４月30

日厚生省発児第86号厚生事務次官通知）で見直しが行われたものの、十分な見直しには至って

おらず、現場の実態とは乖離し職員の負担が限界に達している。 
 

＜措置費の見直し＞ 

 ・ 児童養護施設や乳児院は被虐待や知的障害などの問題を抱えるこどもが増えており、職員の

負担が増加している。そのため、職員の更なる処遇改善が必要である。 
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＜乳児院等多機能化推進事業（医療機関等連携強化事業）の見直し＞ 

 ・ 乳児院において重度の心身障害がある医療的ケアが必要な乳児が措置された場合、24時間体

制で医療を提供する必要があるが、現在の措置費の人員配置では対応できないため、医療機関

等連携強化事業において看護師１名分の人件費を補助（国２分の１）している。 

 ・ 本県では同一法人内に医療機関を運営している乳児院が常に４人程度受け入れており、引き

続き円滑な受入を促進するためには、複数の看護師を配置する必要がある。 

 

◆参考 

＜児童養護施設等の措置費算定基準上の職員配置基準の見直し＞ 

 ○児童養護施設等の職員配置基準 

施設種別 職  種 予算上の職員配置基準 

→ 

要望 

児童養護施設 

児童指導員・保育士 

２歳未満児 1.3：１ － 

２歳～３歳未満児 ２：１ － 

年少児 ３：１ － 

就学児以上 ４：１ ３：１ 

一時保護所 ３：１ ２：１ 

個別対応職員 各施設１人 複数配置 

心理療法担当職員 各施設１人 複数配置 

事務職員 各施設１人 複数配置 

児童心理治療施設 心理療法担当職員 10：１ ５：１ 

児童自立支援施設 看護師 － １人 

母子生活支援施設 

母子支援員 20世帯以上３人 
５：１ 

少年指導員 20世帯以上２人 

心理療法担当職員 各施設１人 
10：１ 

個別対応職員 各施設１人 

事務職員 少年指導員と兼任 専任 

看護師 － １人 

家庭支援専門相談員 － 加算配置 

自立援助ホーム 
心理療法担当職員 －  １人 

事務職員 － 
 １人 

（非常勤） 

・ 児童養護施設の小規模グループケアの１施設当たりの定員は６～８人となっているが、

令和７年４月から６人にするとされている。これにより、定員は455人から396人となり、

59人減ってしまう。 

  ケアニーズが高いこどもが増える中で、施設の定員を減らすことは児童の養育の場の確

保に支障をきたす恐れがある。 

・ ケアニーズが高いこどもは地域小規模施設ではなく、本園で生活することが想定され

る。そのため本園施設は地域小規模施設と同等以上に手厚い職員体制にしていく必要があ

る。 

 

 

 



32 

 

＜乳児院等多機能化推進事業（医療機関等連携強化事業）の見直し＞ 

 ○県内の児童養護施設及び乳児院の被虐待児童等入所割合（令和２年３月１日現在） 
 
 

 

 

   ※ 社会的養護の現況調査に基づく。さいたま市を含む。令和２年度の調査から項目削除。 

 

 ○県内の児童養護施設の療育手帳所持者及び特別支援学級児数等の推移 

 令和元年 令和２年 令和３年 

  

療育手帳所持者 125名（9.89％） 139名（10.95％） 120名（9.80％） 

特別支援学級児（小学生） 79名（6.25％） 103名（ 8.12％） 85名（6.94％） 

特別支援学級児（中学生） 68名（5.38％）  57名（ 4.49％）  58名（4.73％） 

特別支援学校通学児（中・高） 85名（6.72％）  87名（ 6.86％）  84名（6.86％） 

※（ ）内は各年度４月１日現在の児童現員数に占める割合  

【令和元年度現員数1,264名、令和２年度現員数1,269名、令和３年度現員数1,225名】 

   ※ 社会的養護の現況調査に基づく。さいたま市を含む。令和２年度の調査から項目削除。 

 

 

 

  

施設種別 被虐待 知的障害 発達障害 

児童養護施設 63.8％ 13.5％ 16.4％ 

乳児院 42.1％ 10.9％  1.6％ 
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７ 児童福祉司・児童心理司や乳児院・児童養護施設等の人材確保 

 
                                要望先 ：こども家庭庁 

                                県担当課：こども安全課 
 

◆提案・要望 

（１） 増加する児童虐待通告に対応する児童相談所の職員（児童福祉司・児童心理司）

や乳児院・児童養護施設等の職員が確保できるよう、資格取得が可能な社会福祉・

心理等の学部・学科の定員増など資格取得者の増加を図ること。 
 

（２） 児童相談所や児童福祉施設等に就職する者に対する支援制度（就職準備資金貸

付など）を創設すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 児童相談所職員（児童福祉司・児童心理司）としての配置を想定している福祉職・心理職や乳

児院・児童養護施設等の職員について、能力・適性のある人材の確保が難しくなっている。 

 

◆参考 

 ○必要増員数 

 

 

 

    

                   ※児童虐待相談対応件数（令和４年度）から算出 

 

 ○児童養護施設職員数（児童指導員、保育士等） 

  令和５年４月１日現在 常勤 765人・非常勤 192人（埼玉県児童福祉施設協議会基本調査） 

  

年 度 令和６年度 配置基準※ 必要増員数 

児童福祉司 325人 378人 53人 

児童心理司 116人 185人 69人 
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８ 市町村の児童虐待対応体制の強化 

 
                                 要望先 ：こども家庭庁 

                                  県担当課：こども安全課 
 

◆提案・要望 

（１） 市町村において、急増する児童虐待相談等に適切に対応できる体制を整備する

ため、 要保護児童対策地域協議会に係る専門職の配置に必要な財源を十分に確保

すること。 
 
（２） こども家庭センターの設置に十分対応できる体制を整備するために必要な財源

の更なる充実を図ること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 児童福祉法第 10条第４項では、市町村は、この法律による事務を適切に行うために必要な体制

の整備に努めるとともに、当該事務に従事する職員の人材の確保及び資質の向上に努めなければ

ならないとされている。 

・ 同条第５項では、国は市町村における前項の体制の整備及び措置の実施に関し、必要な支援を

行うように努めなければならないとされているが、具体的な専門職の配置基準や必要な財源措置

が明確化されていない。 

・ 平成 28 年６月の児童福祉法改正により、要保護児童対策地域協議会に専門職の配置とその研

修が義務付けられた（平成 29年４月１日施行）が、専門職の配置については必要な財源の手当て

が明確にされていない。 

・ 令和４年６月の児童福祉法改正により、市町村におけるこども家庭センターの設置が努力義務

となり、新たにサポートプランの策定や担い手の確保等地域資源の開拓などの業務が付加された。 

・ 統括支援員の配置、サポートプランの作成支援員（非常勤）及び地域資源開拓コーディネータ

ー（非常勤）の配置に対する補助金は創設されるが、それに伴う事務量の増加に対応する市町村

職員の体制整備に必要な財源措置が明確化されていない。 
 

◆参考 

 ○児童福祉法 

  第10条 市町村は、この法律の施行に関し、次に掲げる業務を行わなければならない。 

   一～四 略 

  ２・３  略 

  ４ 市町村は、この法律による事務を適切に行うために必要な体制の整備に努めるとともに、

当該事務に従事する職員の人材の確保及び資質の向上のために必要な措置を講じなければ

ならない。 

  ５ 国は、市町村における前項の体制の整備及び措置の実施に関し、必要な支援を行うように

努めなければならない。 
 

 ○交付税措置  

  人口10万人当たり 

   ①児童福祉費のうち児童福祉共通費４人（このうち児童相談担当の職員の人数は不明） 

   ②子ども家庭総合支援拠点の職員１名（令和元年度から） 

    要保護児童対策地域協議会調整機関調整担当者１名（令和元年度から） 
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９ 中核市における児童相談所の設置の促進 

 
                                要望先 ：こども家庭庁 

                                県担当課：こども安全課 
 

◆提案・要望 

 中核市が児童相談所を設置しやすくなるよう、人材確保・育成支援や施設整備への支 

援など設置に係る支援その他の必要な措置の更なる充実を図ること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 児童虐待発生時の迅速・的確な対応を可能とするため、令和元年６月に改正された児童福祉法

（令和２年４月１日施行）の附則において、「政府は、施行後５年間を目途に、中核市及び特別区

が児童相談所を設置できるよう、施設整備、人材確保・育成の支援等の措置を講ずるものとする。」

とされた。 

・ 中核市は自ら児童相談所を設置することで、母子保健や学校現場との緊密な連携等により、児

童に対するよりきめ細やかな支援が可能となる。 

・ 本県には川越市、越谷市、川口市３市の中核市があるが、人材確保が困難であること、施設運

営等の財政負担が大きいことなどから、現時点ではいずれの市も設置の予定はない。 

 

◆参考 

 ○全国の状況 

   62の中核市のうち 

   ・設置済       ４市（横須賀市、金沢市、明石市、奈良市） 

   ・設置予定      ７市（高崎市、船橋市、柏市、豊中市、東大阪市、尼崎市、宮崎市） 

   ・設置の方向で検討中 ５市（宇都宮市、豊橋市、姫路市、西宮市、鹿児島市） 

                                〔R5.4こども家庭庁調査〕 

 

○一時保護所の整備費（次世代育成支援施設整備交付金）（負担割合：国１／２・市１／２） 

  補助単価540万円／人（令和元年度） → 約1,271万円／人（令和２年度） 

 

 ○児童相談所・一時保護所の財政措置 整備費の５割（令和元年度）→約７割（令和２年度） 

 

 

  施設整備事業（一般財源化分） 

（充当率 100%、交付税措置率 70%） 

一般単独事業 

（充当率 75%） 

一般 

財源 

施設整備事業（一般財源化分） 

（充当率 100%、交付税措置率 70%） 

一般単独事業 

（充当率90%、交付税措置率50%） 

一
般
財
源 

次世代育成支援施設整備交付金 

（国庫１／２） 

一般補助施設整備等事業 

（充当率 90%、交付税措置率50%） 

一
般
財
源 

次世代育成支援施設整備交付金 

（国庫１／２） 一般補助施設整備等事業 
【市・区】（充当率 75%） 

一般財源 

一
財 

公共事業等【都道府県】 
（充当率 90%、交付税措置率22.2%） 

【児童相談所】 【児童相談所一時保護所】 

令 和 
元年度 

令 和 
元年度 

令 和 
２年度 

令 和 
２年度 

※ 一般財源化前の国庫補助金相当額（事業費の 1/2）の 30％については、普通交付税 

 （単位費用により措置） 
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10 家庭養育優先原則の推進 

 
                                 要望先 ：こども家庭庁 

                                                                県担当課：こども安全課 
 

◆提案・要望 

（１） 家庭養育優先の理念を実現するため、里親制度が広く国民に浸透するよう普及

啓発を強化すること。 
 

（２） ファミリーホームの整備を促進するため、事務費について児童養護施設等と同

様に定員払いとすること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 国の「新しい社会的養育ビジョン」を踏まえ、県では令和２年３月に「埼玉県社会的養育推進

計画」を作成した。 

・  家庭養育優先の理念の具現化にあたっては、里親の育成や確保、里親子を支援する体制の整備、

里親子が暮らしやすい社会全体の意識の醸成など、多くの課題がある。 

・ ビジョンを踏まえた自治体への技術的助言等にあたっては、数値目標や目標年次を優先するの

ではなく、児童の最善の利益を最優先する必要がある。 

・ また、具体的な施策（里親委託の推進、児童養護施設等の小規模化・地域分散化など）の推進

に当たっては、国の十分な財政支援が必要である。 
 

◆参考  

 ○本県の里親等委託率 

 令和２年度末 令和３年度末 令和４年度末 

里親等委託率 23.9％ 25.1％ 24.2％ 

 

 ○埼玉県社会的養育推進計画（令和２～６年度）に掲げる里親等委託率の目標値 

   現状値 22.1％（平成30年度） → 目標値 32％（令和６年度） 
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11 こども等に対する公費負担医療制度の創設 

 
                          要望先 ：こども家庭庁、厚生労働省 

                          県担当課：国保医療課 
 

◆提案・要望 

（１） 地方単独事業として全都道府県で実施されているこども及びひとり親家庭等に

対する医療費助成について、国として統一した公費負担医療制度を創設すること。 
 

（２） 18歳未満までのこどもの医療費助成の現物給付実施に伴う国民健康保険の国庫

負担金減額措置は令和６年４月に廃止されたが、ひとり親家庭等の保護者に対す

る減額措置も直ちに廃止すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ こども及びひとり親家庭等に対する医療費助成は全都道府県で実施されており、子育て家庭の

福祉の増進において大きな役割を果たしている。 

・ 一方、この制度は地方単独事業であるため、各都道府県で受給者の基準や受給内容が異なって

おり、制度に不均衡が生じている。 

・ また、市町村が現物給付を行う場合、こどもを対象とする医療費助成については、令和５年12

月に閣議決定された「こども未来戦略」を踏まえ減額調整措置が廃止されたが、ひとり親家庭等

の保護者を対象とする医療費助成については、減額措置が継続されている。 

 

◆参考 

 ○本県のこども及びひとり親家庭等医療費の助成状況 

   こども医療費の助成状況 ひとり親家庭等医療費の助成状況 

医療費支給対象 
通院＝小３まで 

入院＝中３まで 

母子・父子家庭の児童及びその保護者 

両親のいない児童及びその保護者 

医療費支給方法 

現物給付 

（県内医療機関受診分のみ） 

償還払い 

（令和５年１月～こどもの一部につい 

て県内医療機関受診分のみ現物給付） 

令和６年度予算           3,769,104千円           1,004,743千円 

令和４年度実績 

受給対象者数      262,838人 

支 給 件 数    4,428,827件 

市町村支給額     4,865,017千円  

事業費県補助     2,381,861千円 

受給対象者数        88,692人 

支 給 件 数      914,999件 

市町村支給額     2,149,415千円 

事業費県補助       948,372千円 
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12 物価高騰状況下における学校給食の適切な実施の確保【一部新規】 

 
                              要望先 ：文部科学省 

                                                        県担当課：学事課、保健体育課 
 

◆提案・要望 

（１） 物価高騰が長期間に渡る場合、学校給食に係る保護者等の負担増を回避できる

よう、国の責任で財源を含め具体的な施策を示すこと。 
 

（２） 「こども未来戦略」で国において検討することが示された学校給食費の無償化

については、速やかに課題を整理するとともに、国としての具体的な方策を示す

こと。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 学校給食の実施に要する経費の負担については、学校給食法等で施設・設備に要する経費及び

職員の人件費、光熱水費は学校の設置者が負担し、食材費は保護者等の負担とされている。 

・ 学校給食費の補助や無償化については、学校の設置者が法の趣旨を踏まえ自主的に判断ができ

るものとなっている。 

・ 令和５年 12月 22日に閣議決定された「こども未来戦略」では、学校給食費の無償化の実現に

向けて、全国ベースの実態調査等を行った上で給食実施状況の違いや法制面等も含めた課題の整

理を丁寧に行い、具体的方策を検討することとしている。 

・ 物価高騰に伴い学校給食食材の価格が上昇する中、保護者の負担軽減のため、令和４年度及び

令和５年度は一時的な措置として「コロナ禍における『原油価格・物価高騰等総合緊急対策』」に

おいて新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用できることとされた。 

・ しかし、この物価高騰が長期間に渡る場合には、こうした一時的な措置ではなく、国全体とし

て保護者負担への考え方を抜本的に整理した上で、対策を講じる必要がある。 

・ 今後の物価動向が依然不透明である中、学校給食に係る保護者等の負担増を回避し、地域間格

差をなくすためには国が具体的な施策等を示す必要があるが、依然示されていない。 
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■激甚化・頻発化する自然災害と新たな危機への強固な備え  

 

１ 水害・土砂災害防止対策の推進【一部新規】 

 
                    要望先 ：国土交通省 

                           県担当課：河川砂防課、河川環境課 
 

◆提案・要望 

（１） 自然災害に強い県土の実現に向け、水害や土砂災害から県民の尊い人命を未然

に守るとともに、再度災害防止を徹底するため、水害・土砂災害防止対策を強力

に進めること。 

  ○流域治水プロジェクトの推進（利根川水系・荒川水系） 

  ○中川・綾瀬川緊急流域治水プロジェクト（中川、綾瀬川） 

   ・ 利根川水系中川・綾瀬川河川整備計画【大臣管理区間】に位置付けられてい 

    る中川から江戸川への放水路の整備 

   ・ 八潮排水機場の増強 

  ○入間川流域緊急治水対策プロジェクト（入間川、越辺川、都幾川） 

   ・ 越辺川、都幾川の整備 

   ・ （仮称）越辺川遊水地、（仮称）都幾川遊水地の整備 

  ○基幹となる河川の整備（利根川・荒川等の直轄治水事業） 

   ・ 首都圏氾濫区域堤防強化対策（利根川、江戸川） 

   ・ 荒川第二・三調節池事業（荒川） 

   ・ 高規格堤防整備、さいたま築堤（荒川） 

   ・ ダム建設事業（思川開発） 
 

（２） 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」など社会資本整備予算

について、県が進める以下の事業を計画的に実施するためにも必要な財源を当初

予算において安定的に確保し、配分すること。加えて、５か年加速化対策後も、

後継となる国土強靭化実施中期計画において、計画の期間や事業規模等を明確に

定めるとともに、必要な予算・財源を当初予算において確保し、配分すること。 

  ○入間川流域緊急治水対策プロジェクト等（飯盛川、葛川、九十九川、新江川） 

  ○中川・綾瀬川緊急流域治水プロジェクト（新方川、元荒川、綾瀬川等） 

  ○中小河川の整備 

   ・ 特定洪水対策等推進事業（中川、柳瀬川等） 

   ・ 浸水対策重点地域緊急事業（忍川） 

   ・ 河川改修の推進（中川・綾瀬川流域、新河岸川流域、芝川、市野川等） 

  ○土砂災害防止対策 

   ・ 砂防事業（東秩父村摩利支天沢地区等）、地すべり対策事業（皆野町金崎地

区等）、急傾斜地崩壊対策事業（長瀞町宿本地区等）など 

  ○流域貯留浸透施設の整備 

  ○排水機場等の河川管理施設の強化（耐震化・耐水化） 
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◆本県の現状・課題等 

・ 本県は利根川、江戸川、荒川といった国が管理する大河川に囲まれており、これらの河川が一

度破堤すると甚大な被害が発生することとなる。 

・ 令和元年東日本台風では、県管理河川において、決壊に至った２箇所を含む 57箇所で溢水・越

水が発生し、県内各地で多くの浸水被害が生じた。 

・ また、令和５年６月の大雨により、中川・綾瀬川流域を中心に 4,000件を超える甚大な内水被

害が発生した。 

・ さらに、本県には土砂災害が発生した場合に住民等への危機を生じさせるおそれのある土砂災

害警戒区域が 5,225区域あり、令和元年東日本台風では、県内各地で土砂災害が発生した。この

ような中、他の都道府県と同様に本県の砂防関係施設の整備は低い水準となっている。 

・ このような状況から本県の水害・土砂災害防止対策を強力に進める必要がある。 

・ 本県では、５つの流域治水協議会に参画しており、気候変動による水災害リスクの増大を踏ま

え、上流・下流や本川・支川のバランスを確保しつつ、流域全体の治水安全度の向上を目指し、

流域全体で実施すべき対策を示す「流域治水プロジェクト」を国・県・市町村等の連携により迅

速かつ強力に進めるために、必要な財源を確保し、ハード・ソフト一体となった事前防災対策を

推進する必要がある。 

・ このうち、「中川・綾瀬川流域治水協議会 緊急治水部会」では、令和５年６月の大雨による甚

大な内水被害を受けて国、県及び関係市町が連携して「中川・綾瀬川緊急流域治水プロジェクト」

をとりまとめ、流域治水の取組をすることで被害の早期軽減を目指している。 

・ 「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」において、本県では「氾濫をできるだ

け防ぐ、減らす対策」を軸に、河道の拡幅や調節池の整備、砂防施設の整備などのハード整備を

実施するとともに、長寿命化計画に基づく老朽化対策を実施しており、気候変動による降雨の激

甚化や切迫する大地震に備えるためには、更なる財政措置が必要不可欠である。 

・ 中川・綾瀬川流域では、中川・綾瀬川等を特定都市河川に指定し、法的枠組みを活用しながら

「流域治水」の取組を今まで以上に強力に推進していくため、優先的な財政措置が必要不可欠で

ある。 
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２ 大規模地震に備えた橋りょうの耐震補強の推進 

 
                                 要望先 ：国土交通省 

                                 県担当課：道路環境課 
 

◆提案・要望 

 大規模地震時に落橋等の甚大な被害から人命を守るため、橋りょう耐震補強に必要な

財源を確保すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 阪神淡路大震災では多くの橋りょうで、橋脚の損傷や橋桁の落下などが発生し、甚大な被害を

もたらすとともに、復旧に多大な費用と長い期間を要した。 

・ 平成 28 年に発生した熊本地震では、阪神淡路大震災後に耐震補強基準が大きく改正された平

成８年より古い基準で建設された橋りょうで、落橋や倒壊などにより通行できず、緊急輸送の支

障となる事案があった。 

・ このため、本県では平成８年より古い基準で建設された橋りょうのうち、緊急輸送道路・跨線

橋・跨道橋などの特に重要度の高い橋りょうの耐震補強を計画的に進めている。 

・ 首都直下地震などの大規模地震の発生が予想される中、早急に震災被害の防止策を講じ県民の

安心安全を確保する必要がある。 
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３ 土地改良施設等の耐震化・長寿命化の推進 

 
要望先 ：農林水産省 

                           県担当課：農村整備課 
 

◆提案・要望 

 ため池や排水機場などの農業水利施設の他、農道橋、農業集落排水施設などの耐震化・

長寿命化による防災減災機能の強化を推進するため、施設の計画的な更新や修繕に必要

な以下の事業の財源を確保すること。 

 ・ 農村地域防災減災事業 

 ・ 防災重点農業用ため池緊急整備事業 

 ・ 農業水路等長寿命化・防災減災事業 

 ・ 農山漁村地域整備交付金 

 ・ 農村整備事業 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 土地改良施設等は食料生産に不可欠なインフラであるとともに、県土の防災・減災に重要な役

割を果たしており、これらの機能が将来にわたって安定的に発揮できるよう備える必要がある。 

・ 施設の多くは戦後の食料増産の時代や高度成長期に整備され老朽化が進んでおり、突発事故の

増加や施設機能の低下だけでなく、災害に対する安全率の低下も懸念されている。 

・ 本県は、国の「国土強靭化基本計画」、「インフラ長寿命化基本計画」に基づき、戦略的な保全

管理を推進している。 

・ また、令和２年10月に施行された「防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関する特

別措置法」に基づき対策を進めている。 

・ 本県は、地震で損壊した場合に人命やライフラインへの影響が大きい農道橋（21箇所）につい

て詳細調査を実施済みであり、防災重点農業用ため池（244箇所）についても詳細調査を概ね完了

したところである。詳細調査の結果に基づいて適切な対策工事を実施する必要がある。 

・ また、耐用年数が迫っている排水機場や農業集落排水施設についても、県民の生活や経済活動

に大きな影響を及ぼすことから早急に長寿命化対策を行っていく必要がある。 

 

◆参考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

堤体の下流に住宅や道路が近接するため池（大沼（大）・吉見町） 耐震性強化のため橋台を補強（かみはら陸橋 深谷市） 
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４ 計画的な農業農村整備事業の実施 

 
                                  要望先 ：農林水産省 

                                  県担当課：農村整備課 
 

◆提案・要望 

 農業の競争力強化に資する農地の整備や農業水利施設の長寿命化・維持管理対策、災

害に強い農村づくりを計画的に実施するために必要な財源を確保すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県は、ほ場の整備率が全国平均より低く、また、農業水利施設の老朽化対策や台風・ゲリラ

豪雨等自然災害に強い農村づくりが重要な課題であり、必要な財源を確保し計画的な整備を行う

必要がある。 

  また、近年の物価高騰により農業水利施設の維持管理費が増大しているため、効率的かつ効果

的な維持管理を実現するための燃料高騰対策等の財源を確保する必要がある。 

・ 令和６年度の国の農業農村整備事業に係る予算は全体で4,463億円、対前年比100.1％で、平成

21年度の5,772億円と比べると77％である。 

・ 「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」の対策期間が令和３年度（令和２年度

第３次補正予算）から令和７年度までとなっている。 

 

◆参考 

 ○農業農村整備事業関係予算（当初）の推移（国） 

 

 

  

5,772 

2,129 2,129 2,129 
2,627 2,689 2,753 2,962 3,084 3,211 

3,771 3,775 
3,317 3,322 3,323 3,326 

852 172 58 

735 735 735 
735 701 639 

685 690 

595 591 591 591 100
123

236
298

300 250

248 248 200 198

200

208 258

258 254 282 282
12 34 61 68

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

農業農村整備事業 農山漁村地域整備交付金（農業農村整備分）

農地耕作条件改善事業（非公共） 農業水路等長寿命化・防災減災事業（非公共）

農山漁村振興交付金（非公共）

4,430 4,453
4,457

4,463

2,981 
2,187 2,301 対前年比 

100.1% 
（非公

共） H21予算 
の 77％ 

108% 
（非公共） 

5,772 

3,362 3,424 
3,588 3,820 

4,020 
4,348 4,964 4,973 

（億円） 

注１）金額は四捨五入によるため、合計とは一致しないことがある 

 ２）令和元年度及び令和２年度予算額は、「臨時・特別の措置」を含む 
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５ 学校施設の老朽化対策・耐震化・防災機能の強化等の推進 

 
              要望先 ：内閣府、こども家庭庁、総務省、財務省、文部科学省 

              県担当課：学事課、教育局財務課 
 

◆提案・要望 

＜公立学校施設＞ 

（１） 公立学校は、公教育を支える基本的施設としての機能の担保、老朽化対策、バ

リアフリー化の推進、環境問題に対応するためのエコスクール化の推進など様々

な課題を抱えている。これら様々な財政需要に対応できるよう、補助単価や補助

上限額の引上げを行うとともに、必要な財源を安定的に確保すること。 
 
（２） 小中学校だけでなく、高等学校も災害時においては地域住民の避難所となる。 

    国をあげて、防災・減災、国土強靭化を進める観点から、非構造部材の耐震対

策、体育館等への空調設備の設置などの避難所機能の強化について、現在補助の

対象外とされている高等学校も補助対象とするよう財政支援の拡充を図ること。 

    さらに、高等学校の空調設備に係る光熱水費についても、小中学校と同様に、

普通交付税において経費を措置すること。 
 
（３） 児童生徒等の安全を確保するため、文部科学省の要請する専門的な点検を市町

村が円滑に実施できるよう十分な財政措置を講じること。 
 
＜私立学校施設＞ 

（４） 私立学校に通う児童生徒等の安全を確保するため、補助率の嵩上げや補助対象

校（園）数の拡大を通じ、私立学校施設の耐震化や防災機能の強化を、強力に推

進すること。 
 
（５） 私立学校が各学校の実情により合った耐震改修等を行えるよう、補助制度の見

直しを行うこと。 
 
（６） 高等学校等の衛生環境改善を促進するため、トイレや空調設備等の施設環境改

善整備に係る補助率の嵩上げを行うこと。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

＜公立学校施設＞ 

・ 公立学校施設の整備費として文部科学省が計上した令和６年度当初予算は683億円であり、前

年度当初予算と同規模の額となっている。 

・ 補助単価の見直しは随時実施されているが、実工事費との乖離が大きい。また、国庫補助事業

の内容ごとに補助上限額が定められているが、事業の規模によっては、事業費が補助上限額を上

回り、自治体の厳しい財政状況がさらに圧迫される。特に、令和４年度の制度改正において空調

設置や内部改造等に活用できる国庫補助事業の補助上限額が２億円から7,000万円に引き下げら

れたことで、地方自治体の厳しい財政状況が圧迫されるケースが出てきている。 

  こうした状況を踏まえ、補助単価や補助上限額の引上げを行うとともに、必要な財源の安定的

な確保を要望する。 
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・ 地震防災対策特別措置法や建築物の耐震改修の促進に関する法律において要件の定められた学

校施設の構造体の耐震化は完了したが、外壁や内壁、天井、照明器具、窓・ガラスなどの非構造

部材の耐震化は、対策が遅れている。また、災害時の避難所機能の強化や熱中症対策の観点から

体育館等への空調設備の設置が求められている。 

  避難所機能の強化や生徒の安全を確保するための財政支援については、現在補助の対象外とさ

れている高等学校にも拡充することを要望する。 

・ 文部科学省は、児童生徒等の安全を確保するため、建築基準法に基づく法定点検の実施義務が

ない学校設置者に対しても、同法や関係告示を参考として有資格者による専門的な点検を定期に

実施するよう要請しているが、財政負担が重く、点検を実施していない市町村も多い。 

 

＜私立学校施設＞ 

・ 私立高等学校の令和６年４月１日現在の耐震化率は100％であり、平成29年度末に全ての高等

学校の耐震化が完了した。一方、天井や照明器具、窓・ガラスなど非構造部材の耐震対策は、引

き続き必要である。 

・ 私立幼稚園の令和６年４月１日現在の耐震化率は94.6％にとどまっており、園児の安全が確保

されているとは言い難い。取組状況調査等によれば、耐震化が進まない最も大きな理由は必要な

資金が確保できないことである。 

・ 私立学校施設整備費補助金（私立幼稚園施設整備費）交付要綱では、園舎の中で園児等が日常

的に使用しているにもかかわらず、壁や建具等により風雨を防ぐことができない場所については

補助対象面積の対象外となっている。 

・ 今後も児童生徒等の大幅な増加が見込めない状況で、私立学校が内部留保を蓄積するのは難し

い。特に、幼稚園については保育所との競合もあり、経営環境は極めて厳しく公的補助がなけれ

ば耐震化が進められない状況である。 

・ 高等学校等の衛生環境の改善を図るため、トイレの衛生環境改善や教室等における換気機能を

備えた空調設備等を引き続き整備する必要がある。 
 

◆参考 

 ○公立学校施設整備費 当初予算の推移 

令和４年度  688億円 

令和５年度  687億円 

令和６年度  683億円 

      ※令和４年度は認定こども園分（１億円）の予算を含む。 

 

 ○私立学校施設の令和５年度の状況 

学種等 
補助率 

Is値0.3未満 
補助率 

Is値0.3以上 
補助申請 
校(園)数 

補助決定 
校(園)数 

高等学校等 
耐震補強 1/2 1/3 0 0 

改築 1/3 1/3 0 0 

幼稚園 
耐震補強 1/2 1/3 0 0 

改築 1/3 1/3 1 0 

  

 ○私立高等学校等のトイレ・空調設備整備に係る国庫補助制度 

  対象：小・中・高等・中等教育学校・特別支援学校 

  補助率：１／３ 

  



46 

 

６ 新たな感染症の発生に備えた保健所の体制整備 

                                          
要望先 ：総務省、厚生労働省      

県担当課：保健医療政策課 
 

◆提案・要望 

（１） 新たな感染症の発生に備える観点から、感染拡大期を想定した保健師の増員に

係る恒常的な財政措置を講じること。 
 
（２） 新たな感染症の発生に備える観点から、保健所政令市への移行に係る財政支援

を拡充すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 今後も新たな感染症が発生する事態を想定した恒常的な人員体制の強化が必要であり、国は保

健所において感染症対応業務に従事する保健師数を約 450名（令和４年度時点の約 2,700名から

令和５年度に約 3,150名）増員するとともに、保健所及び地方衛生研究所の職員をそれぞれ約 150

名増員するために必要な財政措置が講じられた。 

・ 一方、新たな感染症の発生に備えるための予防計画においては、保健所の体制として最大業務

量を見込んだ人員体制を確保する必要があり、更なる増員のための地方財政措置が必要である。 

・ また、国は保健サービスの一元的な実施の観点から、人口 20万人以上の市に対し保健所政令市

への移行の検討を求めている。 

・ しかし、該当する市にとっては保健所の設置等に伴い見込まれる財政負担の大きさが検討を進

める上での課題の一つとなっている。 

 

◆参考 

○本県の感染症対応における保健所機能強化の取組 
  

項目 取組 

保健師等の増員 
・令和３年４月１日付け組織・定数改正で保健師を 38人増員 

・会計年度任用職員の配置 

応援人員の配置 

・市町村保健師や専門資格を持つ大学教員等の応援派遣 

・自宅療養者等の健康観察に係る看護師の配置 

・事務職員の応援派遣 

外部委託等の 

積極的活用 

・クラスター対策専門チーム「ＣＯＶＭＡＴ」の設置 

・専門相談窓口の設置（受診・相談センター、県民サポートセンター） 

・自宅療養者支援センターによる軽症者等の健康観察の実施 

・患者搬送に係る運転業務やパルスオキシメーター発送業務等の外部委託 

業務の効率化 ・ＨＥＲ－ＳＹＳの自動架電による健康状況確認、ＳＭＳの活用 
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７ 協定締結機関の設置に要する費用に対する財政支援の拡充・継続【新規】 

                                          
要望先 ：厚生労働省 

県担当課：感染症対策課 
 

◆提案・要望 

 感染症法第62条第３項において定められた、同法第60条第３項に基づき県が補助する

「県と協定を締結する機関の設置に要する費用」に対する国の補助について、令和７年

度以降も引き続き必要な予算措置を行うこと。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 令和４年12月に改正された感染症法では、新たな感染症発生・まん延時に必要となる医療提供

体制について、感染症予防計画として確保病床や発熱外来の実施機関などの目標値を定めるとと

もに、当該医療提供体制を適確に整えるため、医療機関等と協定を締結することが法定化された。 

・ 協定締結の対象となる医療機関等は、新たな感染症への対応を求められることから、感染症対

応力の強化を図っていくことが重要である。 

・ 国は、令和５年度補正予算において令和６年度整備分の予算措置を行ったところではあるが、

検査・宿泊を担う機関への補助についての予算措置がされていないなど、十分ではない。 

・ 新型コロナウイルス感染症への対応時に整備した設備の更新分も含め、新たな感染症への備え

を万全にするためには、令和７年度以降も県内医療提供体制の整備を進める必要があることから、

国においては、引き続き予算措置を行っていくべきである。 

 

◆参考 

○感染症予防計画で定める医療提供体制等に係る数値目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 流行初期…感染症法第 16 条第２項に規定された新型インフルエンザ等感染症等に係

る発生等の公表から３か月以内 

※２ 流行初期以降…感染症法第 16 条第２項に規定された新型インフルエンザ等感染症等

に係る発生等の公表から３か月経過後から６か月まで 

 

 


